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22％の79社，さらにドイツ，シンガポールスイス，韓国，イギリス，フラン
ス，オランダ等の順になっている。
これら多国籍企業353社による2010年の売上高合計額は，24,968.4億ペソであ
り，これは，上位lOOO社売上高合計額の71640.5億ペソの349％に相当する。し
たがって，この割合はlOOO社に占める多国籍企業数353社の割合である全体の
35％にほぼ等しい。
２－２－２売上高上位1,000社と現地企業の位置
さらに，政府系企業数が１０００社中，２５社（2.5％）存在し5)，これら政府系
企業の合計売上高3962.5億ペソはlOOO社の同数値の5.7％を占めている。上位
lOOO社からこれら多国籍企業（353社）と政府系企業数（25社）合計の378社を
除いた622社（62.2％）が現地の大手企業ということになり，これら現地大手
企業の売上高はlOOO社合計の582％を占めていることになる。しかも重要な点
は，外資系，政府系，現地民間大手企業の区別を問わず，５０％以上の株を保有
する企業を連結対象企業に含めた連結企業群として再構成した売上高上位100
社の売上高合計は53003.8億ペソとなり，これら連結企業群上位１００社で1000社
売上高合計額の76.5％を占めている点である。
しかも，ここには，グループ全体では持ち株比率が50％以上ではあるが，単
独では50％未満の連結対象とはなっていない関連会社は含められていない。た
とえば，連結された上位１００社のリストの中には，SanMiguelCorporationと
その子会社以外に，SanMiguelグループの企業の４社が掲載されている6)。
またAyalaグループの場合にも，AyalaCorp.とその子会社以外にグループ企
業が４社7)，またLopezグループの場合には，FirstPhilippineHoldingsCorp
その子会社群以外にグループ企業が４社8)，さらにＨｅｎｒｙＳｙ氏が実権を握る
ＳＭグループの場合には，SMInvestmentsCorpとその子会社群以外に３社9）
が連結１００社以内にランクインしている。また，Gokongwei-族が保有する持
ち株会社JGSummitHoldinsとその子会社以外に２社'0),またAboitiz一族が
保有するAboitizEquityVenturesとその子会社，およびAboitizPowerCorp
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とその子会社，さらにUnionBankofthePhilippinesとその子会社がそれぞれ
同じく同１００以内にランクインしている。
したがって，こうしたグループ関連会社を企業集団ごとにまとめていくと，
上位1,000社の中に含まれている現地大手民間企業622社はさらに事実上，少
数の現地財閥系企業グループに集約されてくることが想定されうる。
Ｓフォーマル・セクター就業者（FormalSectorEmployment）
と多国籍企業
つぎに，こうしたフォーマル・セクター就業者（以下，ＦSEM）に占める多
国籍企業を中心とした外資系企業による就業者数の割合がどれくらいであるの
かを検討してみよう。外資系企業が現地で雇用している大多数の人たちの最終
教育歴は，OfficeＷｏｒｋおよび設計開発を含む技術系の場合は大卒，そして工
場での切削研磨，溶接および組立等々の現場労働の場合は高卒が一般的であ
る。したがって，外資系企業が雇用している正規（長期）雇用現地従業員の大
多数はＦＳＥＭに該当しているとみなすことができる。ただし，外資系の製造
業を中心とした工場就業者の中にも，派遣労働者を含む短期契約の不安定就業
者数，すなわちＦＳの中のインフォーマル・エンプロイメント層（以下，
IFEＭ）の割合も無視しえない程度に存在する可能性があるu)。
これについては，すでに前号および図表３においても示しているように，非
農業部門のIFS就業者(982.5万人＝１０００％）の中にもＦＥＭが56.8万人(5.8％）
存在し，またＦＳ就業者（1206.5万人＝100.0％）のなかにもIFEMが312.6万人
(25.9％）存在している（林：2012ｂ，１１頁)'2)。仮にこの比率が有効であると
すれば，民間部門ＦＳに従事する600万人のうちの約26％，150-160万人が
IFEMということになる。同様に，この比率を就業者数200名以上の事業所で
雇用されている180万人に適応すると，そのうちの46-47万人がIFEMというこ
とになる。
つぎに，外資系企業，特に日系企業の現地での雇用者数を見ていこう。東洋
－６４－
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経済新報社による海外進出企業調査によると13)，2010年現在，フィリピンに現
地法人を設立している日系企業329社による現地法人425社（うち製造業218社）
が雇用している従業員数は，約117,000名（うち，製造業約１０６，００名）となっ
ている。それに対して，現地のフィリピン日本人商工会議所（マニラ）のデー
タ（2009年版）によると，494の事業所が登録されており，従業員数は合計
165,253名となっている。そのうち，従業員数200名以上の事業所は156あり,
これら従業員数200名以上の事業所による従業員数は合計147,508名となる。こ
こに，セブ等の同商工会議所の地方支部に登録されている事業所と現地従業員
数，さらに同会議所に非登録の日系企業による同従業員数とを加えて単純合計
すると，従業員数200名以上を雇用している日系企業事業所による雇用者数合
計は約20万名となることが想定されうる。
したがって，図表１のフィリピンＦＭＳの雇用者200名以上の事業所2,450に
よる合計従業員数は約180万名であるから，そのうち，日系企業事業所によっ
て雇用されていると推定される割合は，約１１％になるM)。
また，図表２に示されているように，フィリピンに進出している売上高上位
1,000社にランクインしている外資系企業は353社であった。そのうち，日系企
業は全体の約32％を占めている。したがって残りの68％がその他国籍の外資系
企業となる。日系企業現地雇用者数約20万人で外資系企業全体の32％を占めて
いると想定すると，これら日本国籍以外の国籍を本社とする外資系企業による
現地雇用者数は概算で約42.5万名となる。さらに，これら外資系企業は売上高
上位1000社にランクインする規模を有していることから，従業員数も200名以
上であることが想定されうる。このことは，これら200名以上の従業員数を雇
用していると思われる353社の合計現地従業員数は62.5万名となり，図表１の
従業員数200名以上の事業所が雇用している従業員数約180万名の約35％を占め
ていることになる。換言すれば，残りの約65％が主として現地の政府系企業と
所有と経営が未分離の財閥系家族支配型企業によって雇用されていると想定さ
れうる（図表３参照)。
－６５－
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｜可様にHeintz（2010）が用いているILOのデータによると，図表４に示
されているように，非農業部門の就業者数（2189万人）のうち，ＦＳ就業者数
したがって，非農業部そしてIFS就業者数は982.5万人であり，I土1206.5万人，
200名以上の雇用者事業所の雇用者数に占める外資系企業による雇用者数の推定図表３
(単位：人）
２００名以上の雇用者事業所の名以上の雇用者
雇用者推定数
外資系企業 ３４．７％６２５，０００
(日系企業） |（１１，１％）(２００，０００）
(その他国籍外資 ２３．６％〕(４２５．０００） |（系企業）
現地企業 ６５．３％1，１７５，０００
１００．０％合計 Ｌ８００．０００
注：Heintz（2009)．Ｇｕｓｔ（2006）および鶴2010BusinessWorldToplOOO,,より算出
図表４
！就業者のIFSと鶴の規模と区分(鱒､9年）非農薬部門における
ｌ非農業部門騨艤EM(…鏑人)=P……｡“'庵M【…溺人)鋤､i…】量…鯵ＩＦ鋼(塞溺人）Ｉ
￣■宙坤n輪向曰鈩凸一輯一
X1rF緬月蕊卿零５３.急f４Ｌ４
別
苫．早▲
ｒ℃imOHL麺思錘！”
就業者:１２０５厘5万人
〆－．－…Ｋ
、～、－－．
(霧璽難芦韓一曙
？『;$W報
霞諄‐＝澪室hxfhrm述Ｓｅｃｍｒ
武業者:敷鴎§;万人 蕊E]鯉喜錘鼠7万人 《判型聯
Ｌ＿…>一Ｊ鰻42蝿》._.….－－－1-屯－－＆一隅￣
出所：Heintz,Ｊ、（2010）を参考に作成
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門就業者のうちＦＳ就業者が全体の約55％，ＩＦＳ就業者が残りの45％というこ
とになる（Heintz，２０１０：ｐ28)。
しかも同時に留意すべき点は，非農業部門IFSの中にもＦＥＭ（Formal
Employment）が存在し'5)，また同様に非農業部門ＦＳのなかにもIFEＭ
(InfOrmalEmployment）がそれぞれ5.8％と259％を占めている点である。そ
こで，非農業部門の就業者数をＦＥＭ（安定就業層）かIFEM（不安定就業層）
かによって編成しなおすと，ＩＦＥＭが全体の58.6％（1238万人)，ＦＥＭが
41.4％（951万人）という構成になる。
また非農業部門ＦＳ就業者数（1206.5万人）から，公的部門就業者数約200万
人'6)を差し引いた1006.5万人が民間部門のＦＳ就業者数となる。さらに図表
ｌに示されていたように，その約30％が就業者数200名以上の事業所によって
雇用されているとすれば，この層には約302万人が就業していることになる。
そのうち，外資系企業現地雇用者数約63万人は約21％を占めることになる。
４まとめ
以上の諸点をまとめると，外資系企業は，企業数および売上高において売上
高上位１０００社のそれぞれ35％を占めている。また外資系企業による現地雇用者
推定数約60-65万人は，フォーマル・セクター（FS）の就業者数200名以上の民
間事業所によって雇用されている約180-300万人の就業者のうち，約20％-36％
を占めていると推定されうる。
そして非農業部門民間ＦＳ就業者数のうち，約25-26％が不安定就業層
(IFEＭ）と想定されうることから，200名以上の民間事業所に就業している
180-300万人のうちの45-78万人がIFEM，および多国籍企業に就業している
60-65万人のうち，約15-17万人がIFEMということになる。また非農業部門安
定就業層（FEM）の約980万人に占める外資系企業ＦＥＭ雇用者推定数45-48万
人の比率は５％弱（4.6-4.9％）となる（図表１，２，３，４，５参照)。
－６７－
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政府系企業が25社，上位lOOO社に占める現地企業の橘成をみると‘つぎに．同
これら現地民間企業は上位lOOO社の残りが現地民間企業622社となっているｃ
財閥系一族支配型企業が
って占められている。し
それら企業の多くは，売上高の60％を占めているが，
持ち株会社を通して支配しているグループ企業群によ
外資系200名以上の民間事業所に就業している180-300万人のうち，たがって．
を除いた120-235万人が政府系と財閥系企業に就業していることになる。 その
すなわち30-61万人がIFEMと推定されるｃうちの約25-26％，
この全就業者の32％を占めるＦＥＭ層の中で図表５に示されているように，
図表５
|就業者②$『EMとfwE1v1の規模と区分…蝉〉
|就業者熱…万人籍失業者数:4癖人懸済活動人□:3麺１万人
■朝や■奇～一一輝一輯
霊｡”錘Ｅｍｐｌ心yme感
就業者:１０蕊万人 瀞Z劉蠅H１
Ⅱ１
”Hj
4rmM閂
縞賢了蝿hRfbBmnlE麺F1oymgxHL輯
鐡業者:灘70万人
鷲＝瞳＝－
篝i是胃
L-iififl己i;iii2f雲flffifiL2iliL一望しｊ
ｌ鱒EM祭業者=…蔵駆=経済活動人□CD『…１
(男'駐苫識O蝿爽`性芸巍0殉
一再飴一一埆啓…掴一…－－審－－－￣■…回剥型一宇割￣￣孟一
出所：Heintz,J,（2010),NSCＢデータを参考に作成
到表５における非農業部門のIFEMとＦＥＭの数値は。図表３の同数値よりも多
くなっている。その理山は，ＦＳとIFSの区分以外に「自ら作り，自ら消費するた
注：図表５における非農業部門のIFEMとＦＥＭの数値は，
めの業務を行っている人々」が図表４に含まれていることによる。この層の非農
業部門全体の就業者数に占める比率は，６８％（約120万人）となっている。この層
のうち，ＦＥＭが25％，ＩＦＥＭが75％の構成となっている (Heintz，2009,ｐ４，ｐ､2８
およびＮＳＣＢデータ）。
－６８－
経営論叢第２巻第１号（2013年１月）
もより安定的就業層は主要産業の中心的ポジションを占めている財閥系企業群
と外資系企業および一部の政府系企業によって雇用されている。そして農業部
門を含むフィリピン産業全体では，全就業者3354万人のうち，ＦＥＭが１０８３万
人で全体の約32％，そしてIFEMが2270万人で全体の約68％という構図となっ
ている。このことは，就労基盤が不安定な2270万人のIFEM層，および完全
失業者の428万人を加えた合計，2698万人が同国のＢＯＰ層の中核をなしてい
ることを意味する。
換言すれば，同国の経済活動人口3,781万人のうちの71.4％がＢＯＰ層もしく
は潜在的ＢＯｐ層として存在していることと想定されうる17)18)。そしてこの構
成比は，前号で指摘した一人当たり所得１日２ドル以下の層の人口比にほぼ一
致する。
注
ｌ） 貧困の問題は，単に経営学や経済学の学問的領域だけで解決しうる課題ではも
ちろんなく，所得の再分配や多岐にわたる産業政策を含む政治的解決課題とし
て認識すべき課題でもある。
NationalStatisticalCoordinationBoard（2011),ｐｐｌｌ-4,11-5,Appendix-l7・
同国における事業法人としての登録は，Security＆ExchangeCommissionへ
の申請によってなされている。
フィリピンのBusinessWorldPublishingCorporation発行の"BusinessWorld
ToplOOOCorporationsinthePhilippines201ro
BzMZcSSWM‘TOPIOOOのデータによると，政府系企業は25社紹介されている
が，そのうちの14社の財務データは，他のデータとは別の出所先（Department
ofBudgetandManagement）から得られているため，lOOO社リストからは除
外されている。本論文では，これら１４社をlOOO社にランクインさせると同時に，
逆にlOOO社の下位１４社を除外して，総合計売上高を算出して再計算している。
SanMiguelPureFoodsCompany,Ｉｎｃとその子会社，SanMiguelBrewery，
Inc.とその子会社，SanMiguelFoods,Inc.，およびSanMiguelEnergyCorpo
GlobeTelecomlnc.とその子会社,BankofthePhilippineIslandsとその子会社，
AyalaLandlnc.とその子会社，およびManilaWaterCo.,Inc.とその子会社。
FirstPhilippineHoldingsCorp.とその子会社，FirstGenCorp.とその子会社，
FirstGasPowerCorp.，およびABS-CBNCorp.とその子会社。
SMInvestmentsCorp.とその子会社，BancodeOroUnibank,Incとその子会
2）
3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
－６９－
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社，およびChinaBankingCorp.とその子会社。
JGSummitHoldingsとその子会社以外に，UniversalRobinaCorporationとそ
の子会社，およびＣｅｂｕＡｉｒとその子会社，さらに単独売上高上位lOOO社の366
社にグループ企業のJGSummitPetroChemical社が入っている。
この点については，林（2012ｂ）を参照されたし。また，たとえば日系企業現
地子会社Ａは現地で約8000人雇用しているがそのうちの4000人が正社員，残
りの4000人が期間工であった。これら4000人の期間工は，最長１１ケ月の雇用期
間ということであった。これら期間工4000名のうちの２％（80名）のみが正社
員へ昇格できる。したがって残りの98％（3920名）は短期雇用の不安定就業層
という意味で．林（2012ａ）で述べたフォーマル・セクターの中のインフォー
マル・エンプロイメント層ということになる。
この数値には公的部門も含まれていることを考慮すると，非農業民間部門就業
者数にしめるIFEMの割合はさらに高まることが考えられうる。
｢海外進出企業ＣＤ－ＲＯＭ2011年版」東洋経済新報社。
ただし図表ｌの数値の対象年次は2000年代初めと思われるため，比較対象年
次が数年異なる。
たとえば，サリサリストアの多くは法人登録されておらず，統計上はIFSにカ
ウントされているが，それらのなかにはそうしたサリサリストアに対する卸販
売（wholesale）を担っている少数のより規模の大きく安定的に高収益力を保持
しているサリサリストアが存在する（林悼史・井口知栄・荒井将志，共同現地
調査，2012年３月)。こうしたサリサリストアに就業している人たちは，非農業
部門IFSの中のＦＥＭ（FormalEmployment）に該当する。
公的部門の就業者数については，HeintsJ．（2010）および林（2012ｂ）を参照
のこと。
IFEM層，ないし完全失業者層がそのままＢＯＰ層であるとは限らない。同国の
政府統計においても示されているように，家族構成人数は５名構成が多くを占
めている。しかし，ここでは，多数の親戚関係が比較的経済的に余裕のある家
族を頼って一緒に生活をしているいわゆる世帯ベースでみる必要がある。この
場合，世帯の－人が不安定就業状態ないし失業状態であっても世帯全体で生活
基盤を支えあう構図となっており，個人ベースではＢＯＰ層であっても世帯ベー
スではＢＯＰ層とは言えないケースも存在する。
さらに，同国人口の約１０％に相当する約１０００万人と推定される海外で就労する
フィリピン人が同国に送金する額（2010年推定値213億ドル：同国ＧＤＰの約
12％に相当する）がこうした不安定就業層の家族に経済的に貢献しており，
BOP層ないし潜在的ＢＯＰ層の生活基盤を大きく支えていることも否定しえな
い。この論点については，次号で分析予定である。
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